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平成19年度の献血の推進に関する計画   

前文  

本計画は、．安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和三十一年法律第百  

六十号。以下「法」という。）第十条第一項の規定に基づき定める平成十九年度の献血  

の推進に関する計画であり、血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための  

基本的な方針（平成十五年厚生労働省告示第二百七号。以下「基本方針」という。）に  

基づくものである。   

第1節 平成19年度に献血により確保すべき血液の目標量  

平成19年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、全血製剤0．1万リットル、  

しょう 赤血球製剤・47万リットル、血小板製剤14万リットル、血衆製剤22万リットルで  
あり、それぞれ0．1万リットル、48万リットル、15万リットル、24万リットル  

が製造される見込みである。  

し上う  さらに、確保されるべき原料血祭の量の目標を勘案すると、平成19年度には、全  
血採血により130万リットル及び成分採血により63万リットル（血小板採血30万  

しょう リットル及び血隆採血32万リットル）の計193万リットルの血液を献血により確  

保する必要がある。  

第2節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事項   

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成19年度の献血推進計画にお   

ける具体的な措置を以下のように定める。  

1 献血に関する普及啓発活動の実施  

・国は、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、採血事業者等の関係者の   

協力を得て、献血により得られた血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保すると   

ともに、その国内自給を推進し、広く国民に対し、献血に関する理解と協力を求める   

ため、教育及び啓発を行う。  

・都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協力を得て、より多くの住民   

の献血への参加を促進するため、地域の実情に応じた啓発を行うことにより、献血へ   

の関心を高めることが必要である。  

・採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力を得て、献血者が継続して   

献血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。このため、国、都道府県、市   

町村等の関係者と協力して効果的なキャンペーンを実施すること等により、献血への   

一層の理解と協力を呼びかけることが求められる。  
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国、都道府県、市町村及び採血事業者は、国民に対し、血液製剤がこれを必要とす  

る患者への医療に欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、献血や血  

液製剤についての普及啓発を実施するとともに、少子高齢化の進行や変異型クロイツ  

フェルト・ヤコブ病の発生に伴う献血制限等の献血をめぐる環境の変化、血液製剤の  

利用実態等について正確な情報を伝え、献血者等の意見を踏まえつつこれらの情報提  

供や普及啓発の手法等の改善に努めることが必要である。また、血液製剤の安全性の  

確保のための取組の一環として、∴感染症の検査を目的とした献血を行わないよう、献  

血における本人確認や問診の徹底はもとより、平素から様々な広報手段を用いて、国  

民に周知徹底する必要がある。   

これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のための施策を実施する。  

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進   

血液製剤について、国内自給が確保されることを基本としつつ、将来にわたって安  

定的に供給される体制を維持するため、普及啓発の対象を明確にした効果的な活動や  

重点的な献血者募集を行うこととし、これを「献血構造改革」と位置付け、以下の取  

組を行う。  

＜若年層を対象とした対策＞  

・国、都道府痕、市町村及び採血事業者は、献血推進活動を行っている献血ボラ   

ンティア組織等の協力を得るとともに、機能的な連携をとることにより、若年層   

の献血への理解の促進及び献血体験の促進に組織的に取り組む。  

・また、若年層への啓発には、インターネット等を含めた様々な広報手段を用いて、   

国が作成した献血推進キャラクターを活用するなど、効果的な取組が必要である。  

・国は、高校生を対象とした献血について解説した教材や中学生を対象とした血液   

への理解を促すポスターを作成し、都道府県及び市町村と協力して、これらの教材   

等を活用しながら献血への理解を深めるための普及啓発を行う。  

・都道府県及び市町村は、地域の実情に応じて、若年層の献血への関心を高めるた   

め、学校等において、ボランティア活動推進の観点を踏まえつつ献血についての情   

報提供を行うとともに、献血推進活動を行う組織との有機的な連携を確保する。  

・採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層への正しい知識の普及啓発と協   

力の確保を図り、その推進に当たっては、国と連携するとともに都道府県及び市町   

村の協力を得る。  

＜企業等における献血の推進対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、献血に協賛する企業や   

団体を募り、その社会貢献活動の一つとして、企業等における献血の推進を促す。   

また、各血液センター等における献血推進活動の展開に際し、地域の実情に即した  

方法で企業等との連携強化を図り、企業等における献血の推進を図るための呼びか   

けを行う。  
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＜複数回献血者対策＞  

・国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、血液の在庫が不足した   

際に、複数回献血者の協力が速やかに得られるよう、平素から各血液センターに登   

録された献血者に対し、機動的かつ効率的に呼びかけを行う体制を構築するととも   

に、複数回献血者の組織化及びサービスの向上を図る。  

＜献血推進キャンペーン等の実施＞  

・国は、特に必要性が高い400ミリリットル全血採血及び成分採血の推進及び普   

及のため、都道府県及び採血事業者とともに、7月に「愛の血液助け合い運動」を、   

1月から2月までの期間に「はたちの献血」キャンペーンを実施するほか、血液の   

供給状況に応じて献血推進キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広   

報手段を用いて献血への理解と協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた   

め、関係者に必要な協力を求める。  

・都道府県、市町村及び採血事業者は、これらの献血推進活動を実施することが重   

要である。  

② 献血運動推進全国大会の開催等   

・国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血により得られた血液を原料とし  

た血液製剤の国内自給を推進し、広く国民に献血に関する理解と協力を求めるた  

め、7月に献血運動推進全国大会を開催する。また、国及び都道府県は、献血運  

動の推進に関し積極的に協力し、模範となる実績を示した団体又は個人に対し表  

彰を行う。  

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催  

・国は、都道府県、市町村、採血事業者、民間の献血推進組織、患者団体等の代  

表者の参加を得て、効果的な献血推進のための方策や献血を推進する上での課題  

等について協議を行うため、献血推進運動中央連絡協議会を開催する。  

④ 献血推進協議会の活用  

・都道府県は、献血に対する住民の理解と協力を求め、血液事業の適正な運営を  

確保するため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育機関、報道機関等か  

ら幅広く参加者を募って、献血推進協議会を設置し、定期的に開催することが求  

められる。市町村においても、同様の協議会を設置することが望ましい。  

・都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、採血事業者及び血液事業に  

関わる民間組織等と連携して、都道府県献血推進計画の策定のはか、献血に関す  

る教育及び啓発を検討するとともに、民間の献血推進組織の育成等を行うことが  

望ましい。  

⑤ その他関係者による取組  

官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対し、ボランティア活動であ  

る献血に対し積極的に協力を呼びかけるとともに、献血のための休暇取得を容易  

にするよう配慮するなど、進んで献血しやすい環境作りを推進することが望まし  
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い。  

2 献血者が安心して献血できる環境の整備  

・採血事業者は、献血者が安心して献血できる環境整備の一環として、国の適切な関   

与の下で献血による健康被害に対する補償のための措置を実施する。  

また、献血の受入れに当たっては献血者を懇切丁寧に処遇し、不快の念を与えない  

よう特に留意するとともに、献血者の要望を把握し、献血受入体制の改善に努める。  

国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援することが重要である。  

第3節 その他献血の推進に関する重要事項  

1 献血の推進に降し、考慮すべき事項  

① 血液検査による健康管理サービスの充実   

・採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採血に際し、献血者の健康管  

理に資する検査を行い、献血者が希望する場合は、その結果を通知する。   

・国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。また、献血者の健康管理に資  

する検査の充実は、献血の推進に有効であることから、本人の同意の上、検査結果  

を健康診査、人間ドック、職域検査等で活用するとともに、地域における保健指導  

にも用いることができるよう、周知又は必要な指導を行う。都道府県及び市町村は、  

これらの取組に協力する。  

② 献血者の利便性の向上   

・採血事業者は、効率的に採血を行うため、立地条件等を考慮した採血所の設置、  

移動採血車による計画的採血等、献血者の利便性に配慮した献血受入体制の整備及  

び充実を図る。   

・都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して、移動採血車による採血等の  

日程を設定し、そのための公共施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力す  

ることが重要である。  

③ 血液製剤の衰全性を向上するための対策の推進   

・国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に基づき、採血事業者と連携  

して、献血者に対する健康管理サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血  

者の本人確認の徹底等の検査目的献血の防止のための措置を講ずるなど、善意の献  

血者の協力を得て、血液製剤の安全性を向上するための対策を推進する。  

④ 採血基準の在り方の検討   

・国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の推進及び血液の有効利用の  

観点から、採血基準の見直しを行う。  

⑤ まれな血液型の血液の確保  

・採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液製剤の供給を確保するため、  

まれな血液型を持つ者に対し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。  
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国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査する。  

2 血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応  

・国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製剤等の在庫水準を常時把握し、在庫が不   

足する場合又は不足が予測される場合には、供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、国   

及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき早急に所要の対策を講ずること  

が重要である。  

3 災害時等における献血の確保等  

・国、都道府県及び市町村は、災害時等における献血が確保されるよう、採血事業者   

と連携して必要とされる献血量を把握した上で、様々な広報手段を用いて、需要に見   

合った広域的な献血の確保を行うことが必要である。  

・国、都道府県及び市町村は、災害時において、製造販売業者等関係者と連携し、献   

血により得られた血液が円滑に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要であ  

る。  

・採血事業者は、災害時における献血受入体制を構築し、広域的な需給調整等の手順   

を定め、国、都道府県及び市町村と連携して対応できるよう備えることにより、災害   

時における献血の受入れに協力する。  

4 献血推進施策の進捗状況等に関する確認と評価  

・国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の進捗状況、採血事業者による   

献血の受入れの実績について確認し、その評価を行うことにより、次年度の献血推進   

計画等の作成に当たり参考とするとともに、必要に応じ、献血推進のための施策を見  

直すことが必要である。  

・また、国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、献血の推進及び受入   

れに関し関係者の協力を求める必要性について民間の献血推進組織等とも認識を共   

有するとともに、必要な措置を講ずる。  
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㊨  
薬食血発第1021001号  
平成15年10月 21日  

各都道府県衛生主管部（局）長 殿  

厚生労働省医薬食品局血液対策課長  

献血推進計画の策定に係る血液量の調査について   

血液事業の推進につきましては、日頃より格別の御配慮を賜り、厚く御礼申  

し上げます。   

さて、本年7月30日に安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭  

和31年法律第160号。以下「法」という。）が施行され、法第10条第1  

項に基づき厚生労働大臣は、毎年度、次年度の献血推進計画を策定することと  

なりました。本計画を策定する上で参考とするため、別紙のとおり「血液量の  

調査について」を定め、これに基づく調査を本年度より毎年度実施いたします  

ので、よろしくお願いします。   

なお、本件に関し日本赤十字社事業局血液事業部長あて別添のとおり通知い  

たしましたので、念のため申し添えます。  
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別紙  

献血推進計画の策定に係る血液量の爾査について  

1．輸血用血液製剤の需要見込みについて  

前年度の輸血用血液製剤の供給量を把握し、翌年度の需要を見込む。   

（1）前年度の輸血用血液製剤の使用量を種類別、規格（単位）別に把握する。  

医療機関への供給数及び都道府県外への需給調整による払出し数の合算数  

から都道府県外からの需給調整による受入数を除外した本数とする。（表1）   

（2）上記（1）及び過去の供給量を参考に、返品等を考慮し翌年度の需要を見込む。  

新鮮凍結血祭の貯留保管分を含むものとし、表5－2へ再掲する。 

2．輸血用血液製剤の製造見込みについて  

上記1（2）（需要見込み）を基に、期限切れ等を考慮し、翌年度の輸血用血液   

製剤の製造数を見込む。（表3）   

3．輸血用血液製剤の製造に必要な献血者数及び血液量について  

上記2（製造見込み）を基に、検査不合格等を考慮し、必要な献血者数を把   

握するとともにそれを血液量に換算する。（表4）  

なお、血液量への換算方法は下記のとおりとする。   

・全血献血由来：200mL＝0．2L、400mL＝0．4L   

・血小板成分献血由来：全て0．4L   

・血祭成分献血由来：5単位＝0．45L   

4．原料血祭について  

都道府県の原料血祭確保目標量（表2－2）より全血献血・血小板献血及び   

輸血用血液製剤製造からの転用により確保される血渠量（表3－2）を差し引いた量   

に検査不合格等を考慮して、血渠成分献血による原料血祭確保量（表4－2）とする。   

表4－2②に都道府県の一人当りの血渠成分献血量を記載する。  

5．必要な血液量の把握について   

上記3の輸血用血液製剤製造に必要な血液量（表4）と上記4の血祭成分献   

血による原料血梁確保量（表4－2）を合算して算出する。（表5）  

6．上記1（2）（表2）で見込んだ新鮮凍結血祭の貯留保管分を再掲する（表5－2）。   

表2から血液量への換算方法は、下記のとおりとする。   

・1単位：0．08L、2単位：0．16L、5単位：0．45L  

7．調査表は、毎年11月末日までに厚生労働省医薬食品局血液対策課あて提   

出すること。  
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別表  

平成⊂コ年度に必要な血液土の鱒青書   

表1 平成  年度輸血用血液製剤の供給実績報告  

区分  全血製剤  
赤血球製剤  血繁製剤  血    J  ト  板製剤  

1位  2単      口  単位  2 l  5    1阜  2 位  5    位  10  15  20  

※①前年度の医療機関（都道府県外を含む）への供給実績を記入する。②供給案楕は、              返品致を差し引いた数とする。   

表2  平成  年度輸血用血液製剤の需要見込報告  表2－2  

血球製   剤   

区分  全血製剤    赤  
血簗製剤  血小    板製剤  

1単位  2 位  5 位  計  1位   
本 数  

2単位  5 位  10単位  15単位  20  

※①過去3年間と本年度の供     況、返品等を               する動向を加味   する。  

表3  平成  年度輸血用血液製剤の製造見込報告  表3－2  

区分    全血製剤  
一赤血球製剤  血歎製剤  血小    板製剤  

計   1阜  l    2    位  計  1単位  2単位  5単位  計  1単位  2単位  5単位  10単位  15 位  20単位  計   

本 数  

単位数  

※表2に  基づき期  限切れ及び破   損の製品減損数を考慮して算出する。   血、血小板献血及  

び輸血用血液製剤からの転用により  

確保された血奨量とする。  表4  平成  年度 必要献血者数報告  表4－2  

全血献血  血賛成分献血  血小櫨成分献血  

区分            200mし  400mL  計  5単位  計  5単位  10単位  15単位  20単位  計   

献血者致  

液量（L                  L    ①表4は表3に基づき、検査不合格等を考慮し、必要献血者数を計上する。   
②表4における血液畳への換井方法  

・全血献血由来：200mL＝0．2L、400mL＝0．4Lとする。  
・血小板成分献血由来：全て0．4Lとする。  
・血奨成分献血由来：5単位＝0．4Lとする。   

表5  平成  度 必要血液量報告  

き、や  

②表4－2、献血者数への換算は都道府県の一人   
当りの血奨成分献血土を基に算出する。  

－1人当たりの血♯成分献血畳  

約卜∴   1ml／人   



平成19年度の血液製荊の安定供給に関する計画く需給計画）  

平成19年度の血液製剤の安定供給に関する計画（需給計画）  

〔 

平成19年 3月  
厚生労働省告示第   

本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に騙する法律（以下「法」  

という。）第3条に裁定する基本理念に基づき、血液製剤（法第25粂第1  
項に規定する血液製剤をいう。以下同じ。）の安定供給を確保することを目  
的とするものである。   
これにより、血液製剤の需要と供給等の動向を把握し、本計画に沿った製  
造、輸入等が行われることを確実なものとするとともに、供給等の実頗をき  
め細かく把握し、適時、適切に対応できる体制を構築するものとする。   
なお、本計画において、次の各号に掲げる血液製剤は、それぞれ当該各号  
に定めるものとする。   

1 アルブミン 加熱人血姪たん自及び人血清アルブミン   
2 組織接着剤 フィプリノゲン加第Ⅹ町因子及びフィプリノゲン配合剤   

3 血液凝蘭第Ⅷ因子 乾燥波狩人血液凝周第Ⅶ因子及び遺伝子組換え型   

血液凝固第Ⅷ因子   

4 乾燥濃縮人血液凝固第Ⅸ因子 乾鹿人血液凝固第Ⅸ因子複合体（国内   

で製造されるものに限る。）及び乾燥濃縮人血液凝固第Ⅸ因子  
5 インヒビター製剤■ 乾煉人血液凝固第Ⅸ因子複合体（輸入されるもの   

に限る。）、括性化プロトロンビン複合体、乾燥人血液凝周囲子抗体迂回   
活性複合体及び遺伝子組換え活性型血液凝固第Ⅶ因子   

6 トロンビン トロンビン（人由来のものに限る。）   

7 人免疫グロブリン 人免疫グロブリン、乾燥イオン交換樹脂処理人免   
疫グロブリン、乾燥スルホ化人免疫グロブリン、pH4処理酸性人免疫グ   
ロブリン、乾燥pH4処理人免疫グロブリン、乾廉ペプシン処理人免疫グ   

ロブリン、ポリエチレングリコール処理人免疫グロブリン及び乾燥ポリ   

エチレングリコール処理人免疫グロブリン  

8 抗HB s人免疫グロブリン 抗HB s人免疫グロブリン、乾燥抗H8   

s人免疫グロブリン、ポリエチレングリコいル処理抗HB s人免疫グロ   

ブリン及び乾燥ポリエチレングリコール処理抗HB s人免疫グロブリン  

9 抗破傷風人免疫グロブリン 抗破傷風人免疫グロプリン、乾燥抗破傷   
風人免疫グロプリン、ポリエチレングリコール処理抗破傷風人免疫グロ   

ブリン及び乾燥ポリエチレングリコール処理抗破傷風人免疫グロプリン  
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